
倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、倉吉市補助金等交付規則（平成12年倉吉市規則第29号。以下「規則」とい

う。）第４条の規定に基づき、倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金（以下「補助金」という。）の

交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

２ 補助金は鳥取県が令和５年度以後に市に交付する鳥取県小規模発電設備等導入推進補助金（以下

「県費補助金」という。）をその財源の一部としており、補助金の交付を受ける者（第３条第１項

において「補助事業者」という。）は、前項の規定によるもののほか、県費補助金に係る交付要綱

その他の規程の規定に従わなければならない。

（対象設備）

第２条 補助金の交付の対象となる設備（以下「対象設備」という。）は別表の第１欄に掲げるもの

とする。

（交付目的）

第３条 補助金は、再生可能エネルギーの自家消費を促進し、地球温暖化の防止に貢献することを目

的として交付する。

（補助対象者）

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該

当するものとする。

(１) 自らが居住する市内の住宅（店舗、事業所等との併用住宅を含む。以下「住宅」という。）

に対象設備を設置する者

(２) 住宅を自ら所有する者又は対象設備を法定耐用年数にわたって設置することについて当該住

宅の所有者の承諾を得ている者

（補助金の交付）

第５条 市は、補助金の交付の目的を達成するため、補助対象者が行う別表の第１欄に掲げる事業

（以下「補助事業」という。）を行う者に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。

２ 補助金の額は、別表の第２欄に掲げる額とする。ただし、千円未満の端数を生じた場合は、当該

端数を切り捨てた額とする。

３ 補助事業は、前項に規定する補助事業者及び補助事業者と同一の世帯に属している者に対し、各

対象設備の申請回数はそれぞれ１回限りとする。

（交付申請の時期等）

第６条 補助金を受けようとする者は、対象設備の設置工事に着手する前に倉吉市住宅用蓄電池導入

事業費補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）に、次に掲げる書類を添え

て、市長に提出するものとする。

(１) 事業計画書（様式第２号）

(２) 収支予算書（様式第３号）

(３) 補助対象設備の設置に係る費用の内訳が記載された工事請負契約書若しくは見積書の写し又

は売買契約書の写し

(４) 補助対象設備の仕様等を説明する資料（蓄電容量が確認できるものを含む。）

(５) 補助対象設備の設置工事着手前の現況写真及び付近の見取図



(６) 定置用蓄電池設置承諾書（様式第４号。設備を設置する住宅の所有者が申請者以外に存在す

る場合に限る。）

(７) その他市長が必要と認める書類

（交付決定の時期等）

第７条 補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から14日以内に行うものとする。

２ 補助金の交付決定通知は、様式第５号によるものとする。

３ 第１項及び第５条第１項の規定にかかわらず、補助金の交付申請を行った者が規則第６条の２各

号に掲げる者である場合は、市は、その者に補助金の交付決定を行わない。

（変更承認申請等）

第８条 規則第12条第１項の市長の承認を要しないものとして別に指定する変更は、補助金額の増額

又は減額を伴う変更以外の変更とする。この場合において、変更についての承認を受けようとする

場合に用いる様式は、規則第12条第３項の規定にかかわらず、様式６号の申請書による。

２ 前項の規定は、補助事業等を中止しようとする場合について準用する。この場合において、中止

についての承認を受けようとする場合に用いる様式は、規則第12条第３項の規定にかかわらず、様

式７号の申請書による。

３ 第６条第１項の規定は、規則第12条第１項の変更等の承認について準用する。

（検査員による検査）

第９条 規則第14条の規定による検査員は、補助事業の完了予定の日までに補助事業の完了の状況を

確認するための検査を行うことができる。この場合において、補助事業者は当該検査の実施に協力

しなければならない。

（着手届及び完了届）

第10条 補助事業の着手届及び完了届の提出は省略することができる。

（実績報告の時期等）

第11条 補助金交付決定者は、補助金に係る事業（以下「補助事業」という。）が完了した日から起

算して20日を経過する日又は当該事業の補助金の交付を受けた日の属する年度の３月末日のいずれ

か早い日までに、実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。

(１) 事業報告書（様式第２号）

(２) 収支決算書（様式第３号）

(３) 対象設備の設置費に係る領収書の写し

(４) 対象設備の設置状態を示す写真（設置前・設置後）及び対象設備が設置された住宅等全体の

写真

(５) その他市長が必要と認める書類

（補助金の支払）

第12条 補助金の支払の請求に用いる様式は、規則第20条の規定にかかわらず、様式第９号による。

（交付額の確定の通知）

第13条 規則第18条の規定による交付すべき補助金の額の確定の通知は、様式第10号によるものとす

る。



（財産の処分制限）

第14条 規則第25条第２項ただし書の期間は、10年とする。

２ 規則第25条第２項第４号の財産は、別表第１欄に掲げる蓄電池とする。

３ 第５条第１項前段の規定は、規則第25条第２項の承認について準用する。この場合において、承

認を受けようとするときは、あらかじめ補助対象設備処分承認申請（様式第11号）を市長に提出

し、その承認を受けなければならない。

（事業効果の報告）

第15条 補助金の交付を受けた者は、市長が事業の実施による温室効果ガスの削減量等を把握しよう

とするときは、市長の求めに応じて報告するものとする。

（その他）

第16条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定

める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

（この要綱の失効）

２ この要綱は、各年度の当初において補助金についての予算措置が講ぜられなかった場合は、当該

年度の前年度の３月31日限り、その効力を失う。

３ この要綱の失効前に規則又はこの要綱の規定によりなされた補助金についての行為に対する規則

又はこの要綱の規定の適用については、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおそ

の効力を有する。



別表（第３条関係、第５条関係）

１ 補助事業
２ 補助金額

事業名 対象設備

住宅用蓄電池

導入事業（右の

対象設備を設

置する事業）

次に掲げるいずれの要件も満たす定置用リ

チウムイオン蓄電システム（以下「蓄電池」

という。）

(１) 蓄電容量が１kWh以上の蓄電池部分

と、インバータ、パワーコンディショナー

等の電力変換装置を備えたシステムとして

一体的に構成され、日本産業規格、IEC等の

国際規格に適合していること。

(２) 10kW未満の太陽光発電システムと連

系するものであること。

(３) 補助対象者が発注する事業者と現に

設置工事を行う事業者は、県内事業者（県

内に本店又は支店等がある事業者で、その

県内にある本店又は支店等）であること。

蓄電容量（単位はkWhとし、小数点第２位

を切り捨てる。）に７万円を乗じて得た額

又は総事業費（国若しくは他の地方自治

体の補助金又は寄付金その他の収入を除

く）に３分の１を乗じて得た額のうちい

ずれか低い額（千円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り捨てた額）で

200,000円を限度とする。



様式第１号（第６条関係）

年 月 日

倉吉市長 様

申請者 住 所

氏 名
ふ り が な

電話番号

倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付申請書

倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり補助金の交付を申

請します。

記

１ 補助事業の名称 住宅用蓄電池導入事業

２ 算定基準額（見込み） 円

３ 交付申請額 円

４ 添付書類

(１) 事業計画書（様式第２号）

(２) 収支予算書（様式第３号）

(３) 補助対象設備の設置に係る費用の内訳が記載された工事請負契約書若しくは見積書の写し又

は売買契約書の写し

(４) 補助対象設備の仕様等を説明する資料（蓄電容量が確認できるものを含む。）

(５) 補助対象設備の設置工事着手前の現況写真及び付近の見取図

(６) 住宅用蓄電池設置承諾書（様式第４号。設備を設置する住宅の所有者が申請者以外に存在す

る場合に限る。）

(７) その他市長が必要と認める書類

手続き代行者

住 所

事 業 者 名

電 話 番 号 担当者名



様式第２号（第６条関係、第11条関係）

事業計画（報告）書

１ 事業計画書

２ 発注する事業者

３ 設置工事施工事業者

設備の内容

製造者名：

型 式：

蓄電容量： kWh （小数点以下第２位未満切り捨て）

連系する太陽光発電システムの最大出力： kW

設置予定場所 倉吉市

建築の区分 □新築 □ 既築

設置工事

契約年月日
年 月 日

設置工事

着手（予定）日
年 月 日

設置工事

完了（予定）日
年 月 日

事業に要する（した）

経費の総額

所在地
〒

鳥取県

電話

FAX

称号又は名称 担当者名

所在地
〒

鳥取県

電話

FAX

称号又は名称 代表者名



様式第３号（第６条関係、第11条関係）

収支予算（決算）書

（１）収入

（２）支出

区 分 予算（決算）額 備 考

補助金 円 倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金

自己資金 円

その他の収入 円

計 円

区 分 予算（決算）額 備 考

設置工事費 円

消費税額及び

地方消費税額
円

計 円



様式第４号（第６条関係）

年 月 日

倉吉市長様

承諾者 住 所

氏 名 ○印
ふ り が な

電話番号

住宅用蓄電池設置承諾書

住宅用蓄電池導入事業において、申請者に対して法定耐用年数内における善良な管理業務を果たす

ことを条件に、申請者が倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱第５条第１項に規定する対象

設備を設置することに承諾します。

記

１ 設備の設置場所 倉吉市

２ 設備の設置者（申請者）

３ 申請者との関係



様式第５号（第７条関係）

番 号

年 月 日

様

倉吉市長

倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付決定通知書

年 月 日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった倉吉市住宅用蓄電池導入事

業費補助金（以下「補助金」という。）については、倉吉市補助金等交付規則（平成12年倉吉市規則

第29号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、次のとおり交付することに決定した

ので、規則第８条第１項の規定により通知します。

記

１ 対象事業

補助金の対象事業は、住宅用蓄電池導入事業とする。

２ 交付決定額等

補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更され

た場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。

（１）算定基準額 金 円

（２）交付決定額 金 円

３ 交付額の確定

補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交

付要綱（令和５年３月28日生活産業部長決裁。以下「要綱」という。）第５条第２項の規定を適用

して算定した額と、前記２の(２)の交付決定額（変更された場合にあっては、変更後の額）のいず

れか少ない額により行う。

４ 補助規程の遵守・その他の条件

(１) 補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなけれ

ばならない。

(２) 補助金は、間接県費補助金等に該当するので、その交付の条件に従わなければならない。



様式第６号（第８条関係）

年 月 日

倉吉市長 様

補助金交付決定者 住 所

氏 名
ふ り が な

電話番号

住宅用蓄電池導入事業変更承認申請書

年 月 日付受 第 号をもって交付決定通知に係る事業について、下記のとおり変

更したいので、倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱第８条の規定により申請します。

記

１ 補助事業の名称 住宅用蓄電池導入事業

２ 交付決定額 金 円

３ 変更後の額 金 円

４ 変更の内容

５ 変更の理由

６ 添付書類

（１）事業計画書（様式第２号）

（２）収支予算書（様式第３号）

（３）対象設備の設置に係る費用が変更となる場合、変更後の費用の内訳が記載された工事請負契約

書又は見積書の写し

（４）対象設備の仕様等が変更となる場合、変更後の対象設備の仕様等を説明する資料（蓄電容量が

確認できるものを含む。）

（５）その他市長が必要と認める書類



様式第７号（第８条関係）

年 月 日

倉吉市長 様

補助金交付決定者 住 所

氏 名
ふ り が な

電話番号

住宅用蓄電池導入事業中止承認申請書

年 月 日付受 第 号をもって交付決定通知に係る事業について、下記のとおり変

中止したいので、倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱第８条の規定により申請します。

記

１ 補助事業の名称 住宅用蓄電池導入事業

２ 交付決定額 金 円

３ 中止理由



様式第８号（第11条関係）

年 月 日

倉吉市長

申請者 住 所

氏 名
ふ り が な

電話番号

補助事業等実績報告書

年 月 日 第 号で交付決定のあった住宅用蓄電池導入事業の実績について、倉吉市住

宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱第11条の規定により、次のとおり報告します。

記

手続き代行者

補助金等の名称 倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金

交付決定(ア)

算定基準額 交付決定額

円 円

実 績(イ) 円 円

差引(ウ＝ア－イ) 円 円

添付書類

１ 事業報告書（様式第２号）

２ 収支決算書（様式第３号）

３ 対象設備の設置費に係る領収書の写し

４ 対象設備の設置状態を示す写真（設置前・設置後）及び対象設備が設置

された住宅等全体の写真

５ その他市長が必要と認める書類

住 所

事 業 者 名

電 話 番 号 担当者名



様式第９号（第12条関係）

年 月 日

補助金交付請求書

倉吉市長 様

請求者 住 所

氏 名
ふ り が な

電話番号

年 月 日 第 号で交付確定のあった倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金の支払につい

て、倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱第12条の規定により、次のとおり請求します。

記

１ 補助事業の名称 住宅用蓄電池等導入事業

２ 請求金額 一金 円

３ 払込先

４ 添付書類

（１）交付額確定通知書の写し

（２）補助金等受入額調書

（３）口座振替支払申請書

（４）振込先金融機関の通帳の写し

振込先融機関名

( 支 店 名 等 )

口 座 番 号
□ 普 通

□当 座

フ リ ガ ナ

口 座 名 義 人



様式第10号（第13条関係）

番 号

年 月 日

様

倉吉市長

倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付額確定通知書

年 月 日 第 号で交付決定のあった倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金（以下「補

助金」という。）について、次のとおりその交付額を確定したので、倉吉市補助金等交付規則（平成

12年倉吉市規則第29号。以下「規則」という。）第18条第１項の規定に基づき、通知します。

記

１ 補助金の名称 倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金

２ 確定交付額等

補助金の確定交付額は、次のとおりである。

(１) 確定交付額 金 円 [交付決定額のとおり]

(２) 算定基準額 金 円

(３) 交付決定額 金 円

３ 補助規程等に従わない場合の補助金の返還等

交付額確定通知があった場合でも、規則又は要綱の規定に従わないときは、規則第21条第２項の規

定により、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、並びに規則第22条第２項、第23条第１項

及び同条第４項の規定により、交付決定の額を超えた部分の補助金の返還を命じ、及びそれについ

ての加算金及び延滞金の納付を求めることがあります。

４ 補助金の支払予定日 年 月 日



様式第11号（第14条関係）

年 月 日

倉吉市長 様

申請者 住 所

氏 名
ふ り が な

電話番号

補助対象設備処分承認申請書

倉吉市住宅用蓄電池導入事業費補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり財産処分の承認

を申請します。

記

１ 設備の設置場所 倉吉市

２ 補助事業者氏名

３ 設置年月日 年 月 日

４ 処分予定年月日 年 月 日

５ 処分の方法

該当する項目を○で囲んでください。

「その他」については、具体的に[ ]

６ 処分の理由

売却 譲渡 交換 貸与 担保 廃棄 その他


